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【要旨】 
本研究では、家畜ふん尿の個別処理システムによるスラリー散布作業性向上、土壌物理性、牧草収量･品質改善

等の生産環境改善効果の解明、肥培潅漑土壌における環境負荷物質(窒素、リン酸、微量要素)収支の解明および

環境負荷物質軽減効果の解明を行っている。 

平成20年度においては、肥培潅漑による曝気スラリー散布が重粘性土草地における土壌理化学性や牧草収量に

及ぼす影響を検証した結果、肥培潅漑圃場では、土壌表層において膨軟化や、排水性、肥料の保持能力などの改

善が、また、目標値以上の牧草収量の維持が認められ、肥培潅漑による作物生産性の向上効果が確認された。さ

らに、肥培潅漑圃場では無機態窒素の下層への集積が認められないことがわかった。 

平成21年度は、前年度の成果に加えて、火山性土草地でも曝気スラリー散布が及ぼす土壌理化学性への影響を

整理することとし、重粘土草地との比較を行った。その結果、曝気スラリーを散布している圃場では、重粘性土、

黒色火山性土ともに土壌表層の理化学性が改善している様子が確認できた。特に陽イオン交換容量の増大は、重

粘性土や黒色火山性土に関係なく確認できた。次に、2 番目の課題として、肥培潅漑開始後年数が経過した牧草

採草地の作土層に含まれる環境負荷物質(ここでは、窒素とリン酸を検討対象とした)や微量要素の含有量を調査

し、各々の動態を把握した。その結果、環境負荷物質および微量要素は土壌中での含有量に肥培区と非肥培区で

差が生じることがなかった。一方で、これらの成分の牧草中での蓄積もなく、曝気スラリーも化学肥料と同様に

使用しても差し支えないことが推察された。3 番目の課題としては、肥培潅漑施設導入による地球温暖化ガス削

減効果を試算により検討した。ライフサイクル環境影響評価手法によると、肥培潅漑施設処理で従来処理に比べ

て、被害額が増となった。これは曝気スラリー貯留中のメタンおよび亜酸化窒素の揮散量が多かったことに主に

由来しており、地球温暖化の防止には曝気液貯留槽の有蓋化を図るなど、曝気スラリーの貯留中における地球温

暖化ガスの揮散を防ぐことの重要性が示唆された。 

平成22年度は、黒色火山性土草地において曝気スラリーの長期連用が土壌表層の微量要素含量と牧草収量･品

質に及ぼす影響について調査を行った。その結果、牧草収量と牧草栄養価は、非肥培潅漑圃場と同程度であり、

草地更新から10年以上を経過した牧草地においても牧草収量に大きな減少のないことが分かった。また、曝気ス

ラリーを散布することで牧草地土壌表層や牧草中に亜鉛や銅といった微量要素が過剰に蓄積することはなかった。 

以上、3 カ年の研究成果ならびに肥培潅漑技術の酪農地域への普及を図るため、「肥培かんがいシステムの計

画・設計・管理に関する参考資料(案)」をとりまとめた。 

 

キーワード：肥培潅漑、曝気スラリー、 土壌理化学性、牧草、環境 

 
 

1．はじめに 

北海道の酪農地帯では、これまでに国営、道営等によ

る農業農村整備事業の進捗に伴い肥培潅漑施設が広く普

及してきた。この肥培潅漑施設は、潅漑水により希釈し

た乳牛ふん尿を液肥として草地圃場に散布するシステム

である。従来、このシステムの導入は作物生産性の向上

や営農の効率化など生産環境改善効果を主な目的として

きたが、昨今では、環境保全への国民の関心が高まる中、

この施設がもたらす環境負荷抑制効果についても期待さ

れるようになってきている。 

しかしながら、もたらされる効果の検証にあたっては、

システム導入によるふん尿取り扱い性の向上や消化液施

用に伴う土壌物理・理化学性改善とこれに伴う環境負荷

物質の保持能力の増大、さらには土壌・牧草間の重金属

収支の変化など、定量、定性的な解明には長期的な観測

が必要とされるものが多い。  
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そこで、本研究課題では下記3項目についての研究を

実施することとした。個別処理システムによる生産環境

改善効果および環境負荷軽減効果が経済性も含めて明ら

かにされ、共同型処理技術に関する成果と対照されるこ

とにより、嫌気・好気処理、共同・個別処理の選択・組

み合わせによる地域に最良なバイオマスの循環利用方法

の提案が図れる。 

1) 個別処理システムの生産環境改善効果の解明（H20

～22）、2) 肥培潅漑土壌における環境負荷物質収支の解

明（H20～22）、3) 個別処理システムによる環境負荷改善

効果の解明（H21～22）、4) 草地農地の肥培潅漑効果のま

とめ（H22）。 

平成20年度は、上述1)ならびに2)に関連して、曝気

スラリー散布が重粘土草地における土壌理化学性と牧草

収量に及ぼす影響について検証するとともに、肥培潅漑

土壌における無機態窒素の集積状況を調査し、環境負荷

物質収支の解明に向けての初期値を整理した。 

平成21 年度は、上述の1)､2)､3)に関連して、次の内

容について検討した。 

上述の1)に関連して、前年度に検討対象とした重粘土

草地に加えて火山性土草地でも曝気スラリー散布が及ぼ

す土壌理化学性と牧草収量への影響を整理することとし

た。肥培潅漑がもたらす生産環境改善効果が様々な土壌

において明らかになることで、地域に合った最良なバイ

オマスの循環利用方法を選択する際の判断基準の幅が広

がることに繋がると考えられる。また、2)に関連して、

肥培潅漑を長年実施してきた圃場と肥培潅漑施設を導入

する前の慣行的な施肥方法に従って営農を続けてきた圃

場の両圃場において、1番草収穫後から2番草収穫まで

の牧草の再生長時期に、環境負荷物質（窒素、リン酸）

および微量要素の動態調査を試みた。さらに、3)に関連

して、肥培潅漑施設導入前の従来の乳牛ふん尿処理利用

システムと肥培潅漑導入後の乳牛ふん尿処理利用システ

ムにおける地球温暖化ガス（メタン、亜酸化窒素、二酸

化炭素）発生量および被害額を試算し、肥培潅漑施設導

入による地球温暖化ガス削減効果を検証した。 

平成22年度は、1)の成果を充足するため、黒色火山性

土草地において曝気スラリーの長期連用が土壌表層の微

量要素含量と牧草収量･品質に及ぼす影響について調査

を行った。 

 
2．個別処理システムの生産環境改善効果の解明 
2．1 重粘土草地における生産環境改善効果の解明 

家畜ふん尿を曝気処理した曝気スラリーは窒素、リン

酸、カリウム等の肥料成分を含み、牧草地に液肥として

散布すれば、長期的には土壌の理化学性を改善するとと

もに牧草収量・品質にも影響を及ぼすと考えられる。 

そこで、曝気スラリーの長期散布が牧草地土壌の理化

学性と牧草収量・品質に及ぼす影響を検証した。 

 

2．1．1 調査方法 
 曝気スラリー散布の実績があるA町内で13箇所の牧草

地を調査圃場に選定し、肥培潅漑の有無、あるいは肥培

潅漑期間の長短に伴う土壌理化学性への影響を調査した。

調査対象の牧草地の概要を表－1 に示す。これらの調査

圃場においてそれぞれ土壌調査と牧草収量調査を実施し

た。 

表－1 調査圃場の概要 

番

号

調査圃場状況 

利用形態 更新後年数 曝気スラリー散布年数

① 採草地 20年 18年 

② 放牧地 2年 18年 

③ 放牧地 16年 18年 

④ 採草地 3年 4年 

⑤ 採草地 15年 7年 

⑥ 採草地 23年 10年 

⑦ 採草地 12年 11年 

⑧ 採草地 6年 12年 

⑨ 採草地 16年 12年 

⑩ 採草地 3年 散布なし 

⑪ 採草地 7年 散布なし 

⑫ 放牧地 20年 散布なし 

⑬ 放牧地 15年 散布なし 

 

土壌調査は、1圃場につき6箇所で、深さ0～5cm（以

下：表層１層目）と 5～10cm（以下：表層２層目）の 2

層から土壌試料を採取し、下記の分析を行った。 

(1)腐植：乾式燃焼法、(2)塩基置換容量（CEC）：ショー

レンベルガー－水蒸気蒸留法、(3)交換性塩基（Ca、Mg、

K）ショーレンベルガー－原子吸光度法、(4)pH(H2O)：ガ

ラス電極法、(5)容積重：炉乾燥法、(6)三相比：実容積

測定法、(7)孔隙分布：遠心法 

ただ、肥培潅漑が土壌の理化学性に及ぼす影響を検証

するためには、牧草地土壌では、土壌表層の性状把握が

重要となることから１），２）、一般的には、肥培潅漑圃場と

非肥培潅漑圃場の表層1層目の土壌分析値を単純に比較

することが考えられる。しかし、この方法では、農家の

管理手法の違いや、地形条件の違いに由来する土壌理化
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学性の変異幅が大きく、肥培潅漑による影響のみを抽出

できない。そこで、肥培潅漑による効果のみを抽出する

評価方法として、表層1層目の土壌分析値から、表層2

層目の土壌分析値を差し引いた値（以下:層差）によって

比較する方法を採用した。これで、草地更新作業等の他

の要因に由来する差異を分離することができる。 

また、牧草収量調査は、13調査圃場の内、9つの採草

地（肥培潅漑圃場7圃場、非肥培潅漑圃場2圃場）にお

いて1番草を対象に行った。調査した採草地は全てチモ

シー主体のクローバ混播草地であった。牧草の刈取り時

期はチモシーの穂揃期とした。牧草試料について、新鮮

重、乾物重、牧草割合、雑草割合の測定を行い、下記に

示す成分分析を行った。 

(1)粗蛋白質、(2)可消化養分総量：以上、近赤外分析法 、

(3)硝酸態窒素：クロマトグラフ法 

 

2．1．2 調査結果 
2．1．2．1 土壌化学性への影響 

（１）腐植の集積 

腐植は、土壌団粒構造の形成に重要といわれており、

団粒構造が発達した土壌には、後述する土壌の保肥力増

大や土壌の排水性、保水性の改善といった効果も期待さ

れる３）。直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

腐植含量層差の関係を図-1に示す。 

牧草地土壌においては、年数の経過とともに、牧草の根

や牧草地上部が枯死脱落することで、土壌表層を中心に

有機物が集積していく。そのため、本調査圃場の非肥培

潅漑4圃場（散布年数0年にプロットした赤丸、後続の

図も同様）においても、表層1層目に腐植の集積が確認 

された。 

一方、肥培潅漑圃場（図中の橙色のプロット、後続の図

も同様）では、曝気スラリー散布開始から5～6年目ま 

図－1 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

腐植含量層差の関係 

では非肥培潅漑圃場と比較しても腐植含量層差に大きな

差は見られなかった。しかし、その後散布年数の増加に

伴い、土壌表層における腐植含量の集積が顕著となった。

この近似曲線の決定係数R２は0.74 と極めて大きく、危

険率 1％で有意であった。この散布図から判断すると、

肥培潅漑による腐植の集積が顕著となるのは、曝気スラ

リー散布開始から5～6年が経過した後と分かる。 

 

（２）塩基置換容量の増大 

土壌が持つ保肥力の大小は、塩基置換容量の大小で表

すことができる３）。塩基置換容量が大きければ、土壌は

植物の栄養分であるカルシウム（Ca）、マグネシウム（Mg）、

カリウム（K）をより多く保持できるようになる。これら

塩基はアルカリ性を呈し、下層へ溶脱せずに表層に保持

されれば、土壌表層の酸性化防止効果も期待できる。直

近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と塩基置換容

量層差の関係を図－2に示す。 

非肥培潅漑圃場と比較すると、肥培潅漑圃場では、曝

気スラリー散布開始から 5～6 年目までは土壌表層にお

ける塩基置換容量に明確な増大傾向は見られなかった。

しかし、その後2次曲線的に増大しているのが分かる。

この近似曲線の決定係数R２は危険率1％で有意であった。

以上より、塩基置換容量の増大効果が見られるのは、腐

植の集積と時を同じくして、曝気スラリー散布開始から

5～6年と推測される。 

図－2 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

塩基置換容量の関係 

 

（３）塩基の集積 

 塩基置換容量が大きい圃場では、Ca、Mg、Kなどの

塩基が保持されやすくなる。また、曝気スラリーには塩

基が含まれているため、毎年継続的に曝気スラリーを散

布している圃場では、塩基の供給量が多くなる傾向があ

る。これらを反映して肥培潅漑圃場の表層にはCa、Mg

y = 0.0404x2 ‐ 0.0157x + 2.3881
R² = 0.74

決定係数R2は危険率1％で有意（t検定）
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が集積している様子が確認された（図-3、4）。それぞれ

の決定係数R２は、Caが危険率1％で有意であり、Mgが

危険率5％で有意であった。図-3をみると、非肥培潅漑

圃場では、層差が負の値となっており、Caが表層1層目

から下層土へ溶脱していたことが推測される。一方の肥

培潅漑圃場では、直近の草地更新から曝気スラリー散布

年数が10年を過ぎたあたりで、表層におけるCaの集積

傾向が顕著となり、その後飛躍的に増大した。肥培潅漑

図－3 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

交換性CaO含量層差の関係 

図－4 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

交換性MgO層差の関係 

図－5 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

交換性K２Oの経年変化 

によりCaが表層に保持されやすくなったと推測される。

またMgは、曝気スラリーの散布直後から表層に集積する

傾向が認められたが、散布から15年を過ぎたあたりで横

ばいになった(図-4)。 

また、Kの集積については、明確な傾向が認められなかっ

た（図-5）。これは、人為的な加里系化学肥料の投入量の

違いが、土壌表層のKの集積に大きく影響を及ぼしてい

るためであろう。 

家畜ふん尿中にはKが多いことから、減肥を伴わない化

学肥料と曝気スラリーの施用はKの集積を招きやすく、

これを原因とする牛の Mg 欠乏症状の発生を招きやすい
４）。逆にKの欠乏は、マメ科牧草の衰退を招き、根粒菌

による窒素固定機能の停止から最終的に草地の荒廃化と

連鎖的な影響が生じる２）。したがって、曝気スラリー中

のK濃度を分析した上で、Kの施肥計画を立てることが

重要と考えられる。 

 

（４）土壌pH 

牧草地土壌の特徴の1つに、表層1層目の酸性化があ

る。牧草地土壌は、硫安などの生理的酸性肥料を施肥し

続けると、表層1層目の酸性化が進行する１）。しかし、

牧草は肥料なしでは生育できないため、施肥と酸性化防

止策の組み合わせが重要となる２）。特に、今回調査を行っ

た疑似グライ土の牧草地では、土壌表層におけるpHの値

が、草地更新の1指標とされている５）。今回pHのデータ

を集めることができた、肥培潅漑5圃場の土壌表層1層

目、2層目におけるpHの値を図-6に示す。 

図-6から、曝気スラリー散布年数が7年目のデータ以外

では、表層1層目と表層2層目のpHの差は-0.1～0.3程

度であり明確な差は認められなかった。また、土壌表層

1層目のpHだけに着目すると、直近の草地更新から曝気

スラリー散布年数が10年以上を経過した牧草地であっ 

図－6 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

表層1層目・2層目のpH(H2O) 

y = 0.4462x2 + 1.7116x ‐ 23.924
R² = 0.74
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ても、pH の値は5.0～5.5 と許容値の範囲内を維持して

いた。このことから、肥培潅漑圃場の表層1層目におい

ては、草地更新からの経過年数に伴う急激な酸性化が進

行していないことが推測される。 

 

2．1．2．2 土壌物理性への影響 

（１）土壌の膨軟化 

牧草地土壌では大型機械の走行等により土壌表層は圧

縮される。牧草地土壌が圧縮されると容積重や固相率が

増大する。このような土壌物理性の悪化が進行していく

と、植物の根の伸長と養分の吸収が円滑に行われなくな

るため、土壌化学性の改善効果も小さくなる７）。特に、

疑似グライ土の牧草地では排水性、通気性が不良で乾燥

によって堅密化しやすい８）。直近の草地更新からの曝気

スラリー散布年数と容積重層差の関係を図-7に、同じく

曝気スラリー散布年数と固相率層差の関係を図-8に示

す。 

これらの図から、肥培潅漑圃場では散布年数の増加と

ともに容積重と固相率が直線的に低下しているのが分か

る。この散布図の近似曲線の決定係数R２は容積重、固相 

図－7 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

容積重層差の関係 

図－8 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

固相率層差の関係 

率ともに危険率 1％で有意であった。このように、肥培

潅漑圃場では容積重と固相率の低下、つまり土壌の膨軟

化が顕著に進行していた。曝気スラリーの長期的散布は、

土壌表層の堅密化を防ぎ、植物の根の伸長に役立ってい

るといえる。 

 

（２）排水性・通気性の改善 

 土壌の排水性・通気性が改善されたかどうかは、土壌

の粗孔隙量が増大したかどうかで評価できる。これは粗

孔隙量が、余剰水分の迅速な排水と大気の土壌への流入

に関与しているからである２）。図-9に直近の草地更新か

らの曝気スラリー散布年数と粗孔隙量層差の関係を示す。 

肥培潅漑圃場では、曝気スラリーを長期的に散布して

いる圃場ほど、粗孔隙量が増大している。また、非肥培

潅漑圃場との差が生じ始めるのは、曝気スラリー散布開

始から5～6年が経過した後であることが分かる。この近

似曲線の決定係数R２は危険率1％で有意であった。以上

より、長期的な曝気スラリーの散布は、営農機械の走行

による粗孔隙量の減少を防ぐだけでなく、粗孔隙量の増

大による排水性・通気性の改善をもたらしているといえ

る。 

図－9 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

粗孔隙量層差の関係 

 

（３）保水性の改善 

 易有効水分孔隙量は、植物が容易に吸収できる水分の

保持にかかわる孔隙であり、作物の水分供給において、

重要な役割を担う。図-10に直近の草地更新からの曝気

スラリー散布年数と易有効水分孔隙量層差の関係を示す。 

粗孔隙量の増加ほど明確ではなかったが、肥培潅漑圃

場では、曝気スラリーの散布年数の増加に伴って、徐々

に易有効水分孔隙量が上昇しているのが読み取れる。こ

の時の近似曲線の決定係数R２は危険率5％で有意であっ

た。曝気スラリーの散布は牧草地土壌表層の保水性を増
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大させる効果があるといえる。 

図－10 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

易有効水分孔隙量層差の関係 

 

2．1．2．3 牧草収量への影響 

（１）生産量の改善 

 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と乾物収

量の関係を示す（図-11）。なお、乾物収量は雑草を取り

除いた牧草のみの重量とし、プロット横の数字は、直近

の草地更新からの年数を示した（後続の図も同様）。さら

に、1 番草乾物の目標収量は、チモシー主体草地の地域

別平均乾物収量データにおける道北地方の値 479kg/10a

とした９）。 

 牧草収量は、多くの場合、草地更新から4～6年目に

ピークを迎え、その後は牧草個体の消滅と雑草の進入に

よって低下していく。しかし、肥培潅漑圃場の乾物収量

にはそのような傾向が見られず、直近の草地更新からの

曝気スラリー散布年数が増えるに従って、徐々にではあ

るが増加傾向を示した。その結果、曝気スラリー散布か

ら18年を経過した圃場でも高い収量を維持していた。さ

らに、直近からの草地更新年数が23年目(曝気スラリー

散布年数は10年目)を迎える草地であっても乾物収量は

図－11 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

１番草乾物収量の関係 

529kg/10a と目標収量以上であった。この近似曲線の決

定係数R２は危険率5％で有意であった。 

以上より、曝気スラリーの長期散布は、牧草収量の経

年的な低下を防ぐだけでなく、目標収量の維持に寄与し

ているといえる。 

 

（２）草種構成割合の維持 

 牧草収量は、裸地の割合や雑草の進入に左右されるた

め、草地の草種構成割合と密接な関係がある10）。例えば、

収量の多い草地では、主体となるイネ科牧草の割合が十

分であって、雑草や裸地の割合が少ない傾向がある11）。 

 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と主体イ

ネ科牧草であるチモシーの全生草重（雑草を含む）に対

する割合の関係を図-12に示す。 

肥培潅漑圃場では、直近の草地更新から曝気スラリー

散布年数が10年以上を経過した牧草地であっても、チモ

シーの全生草重に対する割合は、80％以上が維持されて

いた。さらに、直近からの草地更新年数が23年を迎える

草地でもチモシーの割合は89％であった。 

このことから、肥培潅漑圃場では、直近の草地更新か

らの年数経過による、主体イネ科牧草の減少が認められ

ず、長期間にわたってチモシーが維持されているのが分

かる。 

図－12 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

主体牧草割合の関係 

 

2．1．2．4 牧草品質への影響 

（１）粗蛋白質含量 

 蛋白質は、生物のからだを構成する最も基本的な物質

である。そのため、家畜の成長と生産を順調に行うには、

蛋白質を過不足なく含んだ牧草飼料を供給することが重

要である12）。 

直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と牧草乾

物中の粗蛋白質含量の関係を図－13に示す。 
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図-13 から肥培潅漑圃場と非肥培潅漑圃場の粗蛋白質

含量に、明確な差は確認できなかった。また、肥培潅漑 

圃場の粗蛋白質含量は、曝気スラリーの散布年数に関係

なく、ほぼ一定であった。このことから、粗蛋白質含量

は、曝気スラリーの長期散布による影響を受けていない

といえる。 

図－13 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数

と牧草乾物中の粗蛋白質含量の関係 

 

（２）可消化養分総量 

 可消化養分総量は牧草中に含まれる養分の内、乳牛に

よって消化吸収可能な養分の総量である11）。 

直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と牧草乾

物中の可消化養分総量との関係を図-14に示す。 

図-14 から肥培潅漑圃場の可消化養分総量は、曝気ス

ラリーの散布年数に関係なく、ほぼ一定であった。また、

曝気スラリー散布から 18 年目の草地でも牧草乾物中の

可消化養分総量は、非肥培潅漑圃場と同程度であること

が分かる。以上より、可消化養分総量についても、曝気

スラリーの長期散布による影響を受けていないといえる。 

図－14 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

牧草乾物中の可消化養分総量の関係 

 

（３）硝酸態窒素 

 曝気スラリーは窒素成分を含むため、液肥として大量

に散布すれば、牧草体内の硝酸態窒素が増加する11）。そ 

れにより、牧草乾物中の硝酸態窒素の濃度が、乳牛の硝

酸中毒を引き起こす限界値とされる2.0g・kg-1を著しく

超える可能性が指摘されている13）。 

 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と牧草乾

物中の硝酸態窒素の関係を図-15に示す。 

図-15から肥培潅漑圃場、非肥培潅漑圃場に関係なく、

牧草乾物中の硝酸態窒素は0.1 g・kg-1であり、限界値と

される2.0 g・kg-1をこえていなかった。このことから、

硝酸態窒素は、曝気スラリーの長期散布によって増加し

ていないことが分かる。 

図－15 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

牧草乾物中の硝酸態窒素の関係 

 
2．1．3 小活 
 平成20年度の調査では、長期的な曝気スラリーの散布

が泥炭牧草農地の土壌理化学性や収量・品質に及ぼす影

響を明らかにした。その結果、肥培潅漑圃場では、直近

の草地更新からの経過年数に伴う、土壌表層の理化学性

や草種構成の悪化はなく、また、草地更新から23年を経

過した牧草地であっても、目標値以上の牧草収量維持が

確認できた14)、15)。 

 
2．2 火山性土草地における生産環境改善効果の解明 

2．2．1 土壌理化学性の改善効果 
2．2．1．1 調査方法 
（1）調査圃場 

平成 21 年度の調査では、重粘性土や黒色火山性土と

いった牧草地の土壌分類の違いにより、土壌理化学性の

改善効果に違いが生じるかを検証した。新たに追加した

調査圃場の概要を表－2 に示す。黒色火山性土土壌とし

て浜中町において計7圃場（曝気スラリー散布圃場7圃

場）で調査を行った。 

土壌調査は、昨年度と同様に、1圃場につき6箇所で
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行った。1箇所につき深さ0～5cm（以下：表層1層目）

と5～10cm（以下：表層2層目）の2層から土壌試料を

採取し、下記の分析を行った。 

（1）腐植：乾式燃焼法 （2）陽イオン交換容量（CEC）：

ショーレンベルガー－水蒸気蒸留法（3）容積重：炉乾燥

法 （4）孔隙分布：遠心法 

表－2 調査圃場の概要 

＊ 上記表内の番号は平成 20 年度の調査番号の続きと

した。 

 

（2）各土壌分析項目の分析手法 

牧草地土壌理化学性の検証には、曝気スラリーの散布

効果を抽出するために、表層1 層目の土壌分析値から表

層2層目の土壌分析値を差し引いた値（以下:層差）を求

めた。層差の値と直近の草地更新からの曝気スラリー散

布年数ごとの散布図を作成することで、曝気スラリーの

長期散布による土壌理化学性への影響を検証した。 

 

2．2．1．2 結果と考察 
（１）腐植の集積 

 腐植含量層差と曝気スラリー散布年数との関係を図－

16に示す。図から重粘性土、黒色火山性土ともに表層1

層目に腐植の集積している様子が確認された。特に重粘

性土において、曝気スラリーの散布年数の増加に伴い腐

植の集積が顕著となった。重粘性土の回帰直線の有意性

は、ｔ検定において危険率 1％で有意であった。一方、

黒色火山性土においては、腐植層差と曝気スラリー散布

年数との間に明確な相関はなかった。これは、もともと

土壌に含まれていた腐植含量の違いによるものと推察さ

れた。曝気スラリーの影響が少ないと考えられる表層 2

層目の腐植含量を重粘性土と黒色火山性土で比較すると、

明らかに黒色火山性土の腐植含量の方が多かった（図－

17）。土壌に0.1kg・kg-1以上の腐植が含まれると、すこ

ぶる富むと表現されることから、黒色火山性土には十分

腐植が含まれているといえる。このため黒色火山性土で

は、表層1層目における腐植の集積が重粘性土ほど明確

には現れにくいと推察された。 

図－16 腐植含量層差と曝気スラリー散布年数との関係 

図－17 表層2層目の腐植含量平均値 

 

（２）陽イオン交換容量の増大 

 陽イオン交換容量は、腐植含量や粘土含量の多い土壌

ほど増大する。このため、調査圃場のような腐植に富む

黒色火山性土や粘土を含む重粘性土では、表層2層目に

おいても陽イオン交換容量は高い値を示した（図－18）。

陽イオン交換容量の目標値は20cmolc・kg-1程度である。

図－19に陽イオン交換容量層差と曝気スラリー散布年

数との関係を示す。重粘性土、黒色火山性土ともに曝気

スラリーの散布年数の増加に伴い表層1層目の陽イオン

交換容量はさらに増大していた。重粘性土の回帰直線の

有意性は、ｔ検定において危険率1％で有意であり、黒

色火山性土は危険率5％で有意であった。2本の回帰直線

図－18 表層2層目の陽イオン交換容量平均値 

番号 
圃場状況 

土壌分類 利用形態 スラリー散布年数

14 黒色火山性土 採草地 7年 
15 黒色火山性土 採草地 15年 
16 黒色火山性土 採草地 10年 
17 黒色火山性土 採草地 5年 
18 黒色火山性土 採草地 5年 
19 黒色火山性土 採草地 3年 
20 黒色火山性土 採草地 4年 

y = 0.0027x + 0.0103
R² = 0.33 相関なし

y = 0.0063x + 0.0142
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の傾きは統計上差があるとはいえず、重粘性土と黒色火

山性土の陽イオン交換容量の増大していく様子は同じで

あった。 

図－19 陽イオン交換容量層差と曝気スラリー散布年数 

との関係 

 

（３）容積重の減少 

 重粘性土土壌の牧草地では、トラクタなどの走行によ

り土壌表層が堅密化しやすい。今回の調査圃場でも、黒

色火山性土と重粘性土の表層2層目の容積重では明らか

な違いが生じていた（図－20）。重粘性土の表層2層目の

値は1,100kg・m-3を超えているが、黒色火山性土の容積

重は350kg・m-3であり、堅密化している様子は見られな

い。 

容積重層差と曝気スラリーとの関係では、重粘性土に

おいて曝気スラリーの散布年数の増加に伴い土壌表層の 

図－20 表層2層目の容積重平均値 

図－21 容積重層差と曝気スラリー散布年数との関係 

容積重が減少していた（図－21）。この回帰の有意性は、

ｔ検定において危険率 1％で有意であった。一方、黒色

火山性土では表層1層目の容積重は変化がなく、土壌表

層の堅密化は進行していなかった。また、曝気スラリー

の散布年数との間に相関は見られなかった。容積重の減

少といった効果は、堅密化しやすい重粘性土土壌におい

てより顕著に現れていた。 

 

（４）粗孔隙量、易有効水分孔隙量の改善 

 土壌の堅密化は植物の根の伸長を抑制し、通気性や排

水性の低下をもたらす。調査圃場の表層2層目の粗孔隙

量、易有効水分孔隙量を図－22に示す。黒色火山性土で

は、易有効水分孔隙量は改良目標値よりやや低い値と

なったが、粗孔隙量は目標値を維持していた。一方、重

粘性土では両孔隙量ともに目標値を下回っており、土壌

孔隙量は少なかった。 

 曝気スラリー散布年数と両孔隙量層差の関係を図－23、 

図－22 表層2層目の粗孔隙量平均と易有効水分孔隙量平均値 

図－23 粗孔隙量層差と曝気スラリー散布年数との関係 

図－24 易有効水分孔隙量層差と曝気スラリー散布年数との関係 
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24に示す。両孔隙量層差とも曝気スラリー散布年数との

間に相関が見られたのは重粘性土であった。散布年数の

増加に伴い表層1層目の両孔隙量は増大しており、粗孔 

隙量の回帰直線はｔ検定において危険率1％で、易有効

水分孔隙量の回帰直線は危険率5％で有意であった。一

方、黒色火山性土では一定の傾向は示されなかった。容

積重の増大や孔隙量の減少といった土壌物理性の悪化は、

黒色火山性土では問題となりにくく、その改善効果も明 

確には現れにくいと推察される。 

 

2．2．1．3 小活 

曝気スラリーを散布している圃場では、重粘性土、黒

色火山性土ともに土壌表層の理化学性が改善している様

子が見られた。特に陽イオン交換容量の増大は、重粘性

土や黒色火山性土に関係なく確認できた。また重粘性土

の土壌表層において、曝気スラリーの散布年数の増加に

伴い腐植の集積、容積重の減少、孔隙量の改善が進行し

ていた。重粘性土土壌は、もともと腐植含量が少なく、

土壌物理性に問題を抱えていることが多い。このため、

これらの改善効果が黒色火山性土と比べると明確に現れ

やすかったと推察された。 

 一方、黒色火山性土では、元来、土壌物理性は良好な

ことが多く、問題となりにくいので、重粘土と比べて土

壌理科学性の改善効果が現れにくかったと推察された。 

 

2．2．2 土壌、牧草の微量要素含量と牧草収量・品質 
に及ぼす影響 

2．2．2．1 調査方法 
（1）調査圃場 

平成22年度の調査では、黒色火山性土草地において曝

気スラリーの長期連用が土壌、牧草の微量要素含量と牧

草収量・品質に及ぼす影響について検証した。黒色火山

性土土壌の圃場には浜中町の採草地17圃場（肥培潅漑圃

場12圃場）を選定した。各調査圃場の曝気スラリー散布

年数は表－3に示したとおりである。 

（2）試料の採取方法 

土壌試料の採取方法は、前述の2.1.1の重粘性土草地で

の調査方法と同様である。採取した土壌は、表－3 に示

した微量要素分析に供試した。各分析項目について、分

析を行った圃場には○印を、分析を行っていない圃場に

は×印を表－3 に記した。なお、表－3 の一般分析と微

量要素分析は、表－4の分析項目と対応している。 

牧草収量調査は1番草を対象に行い、15圃場で実施し

た。調査圃場は全てチモシー主体のクローバ混播草地で 

表－3 調査圃場の概要 

番

号

スラリー

散布年数

土壌分析の有無 牧草分析の有無 

微量要素 一般 微量要素

14 3年 ○ ○ ○ 

15 4年 ○ × × 

16 5年 ○ ○ × 

17 5年 ○ × × 

18 6年 ○ ○ ○ 

19 6年 ○ ○ × 

20 7年 ○ ○ ○ 

21 7年 ○ ○ × 

22 10年 ○ ○ ○ 

23 12年 ○ ○ ○ 

24 13年 ○ ○ ○ 

25 15年 ○ ○ ○ 

26 散布なし × ○ ○ 

27 散布なし × ○ × 

28 散布なし ○ ○ × 

29 散布なし ○ ○ ○ 

30 散布なし ○ ○ × 

＊ 上記表内の番号は平成20年度の調査番号の続きとした。 
 

表－4 分析項目と分析手法 

分析項目 分析手法 

土
壌
微
量
要
素
分
析 

1．亜鉛 原子吸光光度法 

2．銅 原子吸光光度法 

3．マンガン 原子吸光光度法 

4．ホウ素 ICP発光分析法 

5．可溶性亜鉛 原子吸光光度法 

6．可溶性銅 原子吸光光度法 

7．易還元性マンガン 原子吸光光度法 

8．可溶性ホウ素 ICP発光分析法 

牧
草
一
般
成
分
分
析 

1．粗蛋白質含量 近赤外分光光度法 

2．可消化養分容量 近赤外分光光度法 

3．カルシウム 蛍光X線分析法 

4．マグネシウム 蛍光X線分析法 

5．カリウム 蛍光X線分析法 

6．硝酸態窒素 吸光分光光度法 

牧
草
微
量
要
素
分
析 

1．鉄 原子吸光光度法 

2．亜鉛 原子吸光光度法 

3．銅 原子吸光光度法 

4．マンガン 原子吸光光度法 

5．モリブデン 原子吸光光度法 

6．ホウ素 ICP発光分析法 
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あった。調査を行った時期は平成22年6月21、22日で

あり、圃場内の全チモシーの内、約2割のチモシーが出

穂していた。牧草試料は、１圃場当たり6箇所に1m２の

牧草収量枠を設置し、地上から約10cmの位置で刈り取っ

た。刈り取った牧草は雑草を取り除いた後に乾物重を測

定し、表－4 に示した一般分析と微量要素分析に供試し

た。各分析項目の分析実施の有無は、土壌試料と同じよ

うに○×印で表－3に記した。 

 
2．2．2．2 結果と考察 
（１）土壌表層の微量要素含量 

１．全亜鉛、可溶性亜鉛含量 

 図－25に曝気スラリー散布年数と土壌表層1層目にお

ける全亜鉛、可溶性亜鉛含量の関係を示した。図で非肥

培潅漑圃場の分析値は、散布年数0年にプロットした。 

農用地における全亜鉛含量の管理基準値は120mg・kg-1

である 16）。これと比較すると、曝気スラリーを 15 年間

連用した圃場であっても全亜鉛含量は基準値未満である

ことが分かった。 

また、作物の生長に必要な可溶性亜鉛含量は畑土壌で

2～40 mg・kg-1とされている 17）。可溶性亜鉛含量は、曝

気スラリー散布年数との間に有意な関係は見られなかっ

たが、散布年数に関係なく基準値の範囲内にあった。曝

気スラリーの長期連用によって亜鉛の過剰な蓄積につな

がることはなかった。 

図－25 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

全亜鉛、可溶性亜鉛含量の関係 

 

 ２．全銅、可溶性銅含量 

図－26に曝気スラリー散布年数と土壌表層1層目にお

ける全銅、可溶性銅含量の関係を示した。図の左側の縦

軸に全銅含量を右側の縦軸に可溶性銅含量を示した。全

銅、可溶性銅含量ともに曝気スラリー散布年数との間に

一定の傾向は見られず、曝気スラリー散布の影響はない

といえた。全銅含量の基準値は定められていないが、可

溶性銅含量は作物の生育上、0.3～8mg・kg-1 必要とされ

ている17）。図から、曝気スラリーの散布の有無にかかわ

らず、ほぼ全ての調査圃場で可溶性銅含量が基準値の

0.3mg・kg-1を下回っていることが分かる。調査を行った

牧草地は全て黒色火山性土であったが、北海道東部の黒

色火山性土ではムギ類での銅欠乏症が報告されている18）。

本調査圃場でも可溶性銅が不足しているという結果と

なった。 

図－26 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

全銅、可溶性銅含量の関係 

 

３．全マンガン、易還元性マンガン含量 

図－27に曝気スラリー散布年数と土壌表層1層目にお

ける全マンガン、易還元性マンガン含量の関係を示した。

その結果、全マンガン含量は曝気スラリーの散布年数の

増加に伴い増加していた。この近似直線の相関係数は、

ｔ検定において危険率1％で有意であった。易還元性マ

図－27 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

全マンガン、易還元性マンガン含量の関係 
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ンガンについては、曝気スラリー散布年数との間に有意

な関係は見られず、全マンガン含量の増加が易還元性マ

ンガン含量の増加にはつながっていなかった。全マンガ

ン含量の基準値は定められていないが、易還元性マンガ

ン含量は作物の生育上、50～500mg・kg-1必要とされてい

る17）。これと比較すると易還元性マンガンは基準値内で

あり、問題とならない含有量であることが分かる。 

 

 

４．ホウ素、可溶性ホウ素含量 

ホウ素と可溶性ホウ素含量については、分析を行った

肥培潅漑圃場の8圃場と非肥培潅漑圃場の3圃場の結果

を示した（図－28）。 

図から、ホウ素と可溶性ホウ素の含量ともに曝気スラ

リーの散布年数と一定の傾向が見られず、影響はないと

いえた。可溶性ホウ素の含量は作物の生育上、0.5～

1.0mg・kg-1必要とされている17）。肥培潅漑圃場では、若

干不足している圃場はあったが、上限を超える圃場はな

く、曝気スラリーの散布によってホウ素が牧草地土壌表

層に過剰に蓄積することはなかった。 

図－28 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

全ホウ素、可溶性ホウ素含量の関係 

 
（２）乾物収量 

1 番草を対象に行った乾物収量の平均値は、肥培潅漑

圃場で397kg／10aであり、非肥培潅漑圃場で382kg／10a

であった（図－29）。両圃場の乾物収量の平均値は、ｔ検

定において有意な差がなく、同程度の収量であった。 

また、直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と

1番草乾物収量との関係を図－30に示した。肥培潅漑圃

場では、牧草収量がピークを迎える草地更新後3年目以

降10）においても、乾物収量に大きな減少は見られなかっ

た。肥培潅漑圃場では長期間にわたって収量が維持され

ていた。 

図－29 肥培潅漑圃場と非肥培潅漑圃場の1番草乾物収量の 

平均値 

図－30 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

1番草乾物収量の関係 

 

（３）牧草の栄養価 

牧草の栄養価を評価するために、主要栄養素である粗

蛋白質含量と乳牛が消化吸収可能な消化率を表す可消化

養分総量11）について、分析を行った。 

図－31 肥培潅漑圃場と非肥培潅漑圃場の粗蛋白質含量と 

可消化養分総量の平均値 
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肥培潅漑圃場と非肥培潅漑圃場の粗蛋白質含量と可消

化養分総量に有意な差はなく、曝気スラリー散布の影響

は見られなかった（図－31）。 

 

 

（４）牧草養分含量と硝酸態窒素含量 

牧草養分含量の指標となっている、カリウム、カルシ

ウム及びマグネシウムの含有量を分析した（図－32、33）。

カリウムの含有量の適正範囲は17～35g・kg-1であり、カ

ルシウムの適量範囲は2～4g・kg-1、マグネシウムの適量

範囲は 1～2g・kg-1である 17）。また、家畜の硝酸中毒発

生の原因となる硝酸態窒素含量についても分析を行った

（図－33）。硝酸態窒素含量の基準値は、2.2 g・kg-1 以

下であった17）。 

両図から、各圃場の牧草試料には、養分含量や硝酸態

窒素の過剰な蓄積はないことが示された。マグネシウム

含量は、各圃場の牧草試料でやや低く注意は必要だが、

欠乏しているという状態ではなかった。曝気スラリーの 

図－32 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

牧草試料中のカリウム含量の関係 

図－33 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

牧草試料中のカルシウム、マグネシウム、硝酸 

態窒素含量の関係 

散布年数が 15 年と長期間散布された牧草試料であって

も、養分含量や硝酸態窒素含量の過剰な蓄積はなく、適

正な含有量を維持していた。 

 

（５）牧草試料の微量要素含量 

牧草試料の微量要素含量（鉄、亜鉛、マンガン、銅、

モリブデン、ホウ素）について曝気スラリーの散布によ

る影響があるか検証を行った。これら微量要素は、微量

ながらも牧草の生長に必要な元素であるため 4）、牧草試

料中の必要な含有量が定められている17）。鉄と亜鉛の含

有量の適正範囲は20mg・kg-1以上であり、マンガンの適

量範囲は 15～300mg・kg-1である 17）。また銅の適量範囲

は 4mg・kg-1以上、モリブデンの適量範囲は 0.1mg・kg-1

以上、ホウ素の適量範囲は 2mg・kg-1以上である 17）。図

に曝気スラリーの散布年数と牧草試料の微量要素含量の

関係を示した（図－34、35）。 

両図から、曝気スラリーを15年間散布した牧草試料で

あっても各分析項目において、過剰な蓄積をしている微

量要素はなく、適正な範囲を維持しているのが分かる。 

図－34 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

牧草試料中の鉄、亜鉛、マンガン含量の関係 

図－35 直近の草地更新からの曝気スラリー散布年数と 

牧草試料中の銅、モリブデン、ホウ素含量の関係 
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図－37 調査圃場位置図 

非肥培潅漑圃場の微量要素含量と比較しても、明らかに

増えている微量要素はなく、曝気スラリーの散布によっ

て牧草試料中にこれら微量要素が蓄積することはなかっ

た。また、牧草試料の銅含量は、下限値の4mg・kg-1近辺

に分布した。これは前述した土壌の可溶性銅含量の低さ

が影響していると推察されたが、明らかに不足している

という状態ではなかった。 

 

2．2．2．3 小活 

曝気スラリーの長期連用が火山性土土壌表層の微量要

素含量と牧草収量･品質に与える影響について検証した。

その結果、曝気スラリーの長期連用によって、土壌表層

や牧草中に微量要素が過剰に蓄積することはなかった。

また、牧草収量と牧草栄養価は、肥培潅漑圃場と非肥培

潅漑圃場の間で明確な差はなく、同程度であった。 

 

 

3．肥培潅漑土壌における環境負荷物質収支の解明 
3．1  肥培潅漑圃場における無機態窒素の集積状況 
3．1．1  調査方法 

北海道東部で肥培潅漑を実施している火山性土圃場を

9圃場と泥炭土圃場を1圃場、さらに同じく火山性土の

非肥培潅漑圃場を2圃場、合計12圃場を選定し、これら

の圃場の表層から約 80cm 深までの無機態窒素の集積状

況を調査した。 

 
3．1．2  調査結果 

調査した12圃場の深さ80cmまでの無機態窒素の垂直

分布を図－36に示す。なお、中段左のグラフは泥炭土圃

場のもので、それ以外の11のグラフは火山性土圃場のも

のである。有機物である泥炭の堆積層からなり、泥炭の

分解により無機態窒素が生成しやすい泥炭土の圃場の

データを残りの火山性土のデータと比較することはでき

ないが、火山性土における厚さ30cm程度の作土層下の下

層土の無機態窒素含量は、肥培潅漑年数を経過しても非

肥培潅漑圃場とほとんど変わらず、肥培潅漑により下層

土に無機態窒素が集積する傾向は認められなかった。こ

のことから、適正な肥培潅漑では下層への無機態窒素の

移動集積による地下水汚染は生じないものと推察される。 

 なお、調査した肥培潅漑圃場の表層において、無機態

窒素含量に大きな圃場間差が生じているが、これは、調

査時期が秋期の曝気スラリー散布時期と重なったため、

調査圃場に秋期の曝気スラリー散布前のものと散布後の

ものが混在したためである。 

3．2  環境負荷物質（窒素、リン酸）および微量要素の

動態調査 
3．2．1  調査方法 

今回の調査における、環境負荷物質および微量要素収

支のとりまとめ方、調査圃場、調査期間、調査項目及び

方法は次の通りである。 

（１）環境負荷物質および微量要素収支のとりまとめ方 

圃場での環境負荷物質等の収支は次の関係式によって

整理されると考えられる。 

土壌中蓄積量= (収支計算開始前の元の土壌中蓄積

量)-(作物の吸収量)+(施肥､堆肥、改

良資材等からの供給量)+(降雨や潅漑

用水からの供給量)+(地表面からの流

入量【流出の場合はマイナス】)-(深

部への浸透量【たとえば、溶脱

等】)-(大気への搬出量【揮散や脱窒

等】)+(窒素の場合、微生物による大

気中窒素の土壌内固定等の大気から

の土壌への供給量) 

この関係式に基づき圃場内での物質収支を整理する場

合、窒素やリン酸、ならびに微量要素ごとにこの関係式

に関わる各項目の物質量を全て把握しなければならない。

しかし、今回の調査では、まずは、土壌、根を含む作物、

肥料、雨水に含まれる窒素、リン酸、微量要素の含有量

を測定し、その他の項目については未計測のままで環境

負荷物質の収支を整理することとした。 

 

（２）調査圃場 

今回、調査対象とした圃場は､北海道の道東、浜中町内

の圃場であり、現在は牧草採草地として利用されている。

平成11年に草地の更新が行われており、また、この調査

圃場の所有者は平成16年3月に肥培潅漑施設を導入し、

その年より曝気スラリーの散布を開始している。 

調査圃場の位置を図－37に示す。この調査圃場内には、 
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図－36  無機態窒素垂直分布 
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表－5 調査圃場における過去6年間の施用実態 

散布量

(t/10a) N P2O5 K2O N P2O5 K2O N P2O5 K2O N P2O5 K2O

春　先 － － － － 4.00 8.00 5.20 4.00 8.00 5.20

１番後 2.60 0.80 0.50 4.20 4.90 － 7.40 5.70 0.50 11.60

２番後 0.40 0.10 0.05 0.70 0.10 － 0.10 0.20 0.05 0.80

計 3.00 0.90 0.55 4.90 9.00 8.00 12.70 9.90 8.55 17.60

春　先 1.61 1.03 0.49 3.73 4.76 3.96 5.79 5.79 4.45 9.52 5.70 7.20 7.30

１番後 0.92 0.66 0.20 1.55 2.23 2.03 3.21 2.89 2.23 4.76 5.00 1.20 5.30

２番後 1.61 1.09 0.36 3.73 － － － 1.09 0.36 3.73 － － －

計 4.14 2.78 1.05 9.01 6.99 5.99 9.00 9.77 7.04 18.01 10.70 8.40 12.60

春　先 2.33 1.10 0.20 3.70 4.70 4.80 6.10 5.80 5.00 9.80 5.70 7.20 7.30

１番後 0.65 0.50 0.10 1.90 2.40 2.60 4.30 2.90 2.70 6.20 5.00 1.20 5.30

２番後 1.38 1.30 0.30 2.00 － － － 1.30 0.30 2.00 － － －

計 4.36 2.90 0.60 7.60 7.10 7.40 10.40 10.00 8.00 18.00 10.70 8.40 12.60

春　先 2.70 1.10 0.30 3.70 4.70 4.10 5.80 5.80 4.40 9.50 5.70 7.20 7.30

１番後 1.80 0.60 0.20 1.90 2.30 2.00 2.90 2.90 2.20 4.80 5.00 1.20 5.30

２番後 1.40 0.80 0.40 3.70 － － － 0.80 0.40 3.70 － － －

計 5.90 2.50 0.90 9.30 7.00 6.10 8.70 9.50 7.00 18.00 10.70 8.40 12.60

春　先 2.90 0.76 0.22 3.72 5.04 4.28 5.78 5.80 4.50 9.50 5.70 7.20 7.30

１番後 1.00 0.59 0.20 1.86 2.31 2.00 2.94 2.90 2.20 4.80 5.00 1.20 5.30

２番後 1.40 1.22 0.60 3.70 － － － 1.22 0.60 3.70 － － －

計 5.30 2.57 1.02 9.28 7.35 6.28 8.72 9.92 7.30 18.00 10.70 8.40 12.60

春　先 3.60 1.30 0.59 3.72 4.50 3.91 5.78 5.80 4.50 9.50 5.70 7.20 7.30

１番後 1.50 0.50 0.23 1.86 2.40 1.97 2.94 2.90 2.20 4.80 5.00 1.20 5.30

２番後 3.30 1.18 0.96 3.70 － － － 1.18 0.96 3.70 － － －

計 8.40 2.98 1.78 9.28 6.90 5.88 8.72 9.88 7.66 18.00 10.70 8.40 12.60

H21

H20

H19

H18

H17

H16

年度 散布期

肥培区

スラリー成分量 化学肥料成分量
(㎏/10a)

成分量合計
(㎏/10a)成分量(㎏/10a)

非肥培区

化学肥料成分量
(㎏/10a)

別の調査目的のために、肥培潅漑を行う区域と、肥培潅

漑施設が導入された後も従来通りの慣行的な方法で施肥

を継続する区域が設けられている。本調査では、この肥

培区と非肥培区のそれぞれで土壌分析等の現地調査を行

うこととした。調査圃場内での区域の設定範囲や試料採

取詳細位置等は図－38に示す通りである。 

また、調査圃場では肥培潅漑が行われてから既に満 5

年が経過しており、今回の調査結果は肥培潅漑6年目に

入った圃場で得られた成果となる。そこで、過年度の施

用実態を明確にするため、曝気スラリー等の施用に関す 

る過去6年間の実態を整理しておく（表－5）。なお、各

年度のスラリー散布量、化学肥料散布量はそれぞれ肥効

率を考慮して求められていた。 

H17～21年度にかけて散布された各年度のN、P2O5、K2O

の各肥料成分量は、それぞれを肥培区と非肥培区で比較

すると多少の差が認められ、窒素とリン酸は非肥培区の

方が、カリについては肥培区の方が大きかった。このこ

とから、化学肥料のみを施肥してきた非肥培区の方が肥

培区に比べて、多少なりとも窒素、リン酸の蓄積量が大

きくなっていることが調査前に予測された。 

 

（３） 調査期間 

収支計算を行う期間を1番草の収穫後から2番草収穫 

 

時までとした。具体的な作業日は表－6 の通りである。

①1番草収穫後、かつ、肥料投入前(以後、この時期を「施

肥前」と称す)、②肥料を施用した1日後(以後、この時

期を「施肥後1日目」と称す)、③肥料を施用した5日後

(以後、この時期を「施肥後5日目」と称す)、④肥料を

施用した10日後(以後、この時期を「施肥後10日目」と

称す)、⑤2番草収穫直前(以後、この時期を「2番草収穫

時」と称す)の5時期に試料を採取することとした。この

表からわかるように、今回の調査は1番草刈り取り後29

日目から77日目にかけての調査となった。 

 

表－6 調査経緯 

 
（４）調査項目及び方法 

先にも記載したとおり、環境負荷物質等の収支計算を

行うためには、関係式に関わる各項目の物質量を、それ

ぞれの環境負荷物質等ごとに把握しなければならない。

すなわち、ここでは、土壌、根を含む作物、肥料、雨水

のそれぞれの重量とこれらに含まれる環境負荷物質等の

含有率が必要となる。一方で、窒素やリン酸などは、そ

れらが存在する環境によって様々な形態をとることから、

時間経過に伴う物質量を正確に把握することが難しい。

砂利道

牧草調査 牧草調査

雨水集水装置

根含有量調査および成分分析用試料採取地点

供試体ブロック採取箇所

土壌断面調査
土壌試料採取地点

：

： 雨水採取地点

２番草収量調査地点

町
道

肥培区

：
牧草
調査

残 ２番草
収取前残

牧草調査

牧草調査

（化学肥料のみ散布）

散布前
残

残

非肥培区

（スラリー＋化学肥料散布）

40㎝

40cm

類似草生群

25ｍ

1m

牧草調査
残

牧草調査

牧草調査
残

1m

１日後

残
10日後

残

残 ：

牧草調査

調査時ごとの牧草地上物回収地点

残

残
５日後

残

牧草調査
残

牧草調査
残

１日後
残

５日後

牧草調査
残

10日後
残

牧草調査

25ｍ

類似草生群

残 ２番草
収取前残

残

残
散布前

2m

2m

2m

2m

100m

2m

2m

2m

2m

２番草刈取り後の収穫後地表面残渣物
回収については、収量調査地点の刈取
り後の部分で実施した。

図－38 調査圃場内詳細図 

年月日
1番草刈り
取り後の
経過日数

施肥後の
経過日数

作業内容

平成21年7月13日 0 － 1番草刈り取り
平成21年8月11日 29 － 施肥前の試料サンプリング等
平成21年8月12日 30 0 施肥
平成21年8月13日 31 1 施肥後1日目試料サンプリング等
平成21年8月17日 35 5 施肥後5日目試料サンプリング等
平成21年8月22日 40 10 施肥後10日目試料サンプリング等
平成21年9月28日 77 47 2番草収穫時試料サンプリング等
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そこで、今回の調査では、窒素やリン酸の形態変化にも

追従し、正確な物質量を把握できるよう、次の分析項目

に着目した分析を行うこととした。 

1) 窒素関連…全窒素、アンモニア態窒素、 

硝酸態窒素および亜硝酸態窒素（合算） 

2) リン酸関連…全リン、可給態リン酸 

3) 微量要素関連…全7種類（全鉄、全マンガン、全亜鉛、

全銅、ホウ素、全モリブデン、塩化物

イオン） 

また、採取した試料は大きく分けて、土壌、作物、肥

料､水に区分されたので、試料の種類ごとの分析項目に対

する分析方法を表－7の通り整理した。 

 

表－7 試料の種類ごとの分析項目に対する 

成分分析方法 

 

次に、成分分析用ならびに重量測定用試料の採取方法、

ならびに、重量測定方法は次の通りである。 

1) 土壌 

1番草の収穫後から2番草収穫時までの5時期ごとに

肥培区、非肥培区のそれぞれで土壌断面調査用の試孔を

深さ約50cmまで掘り、その試孔の側面から次の7つの土

層ごとの土壌分析用試料を採取した。なお、土壌分析に

は、採取した土壌試料をふるいにかけて根を取り除いて

から供試することとした。 

①表層0～2.5cm層、②2.5cm～5.0cm層、③5.0～10.0cm

層、④10.0～20.0cm 層、⑤20.0～30.0cm 層、⑥30.0

～40.0cm層、⑦40.0～50.0cm層 

また、各層の含水率及び容積重を把握するための試料

採取も土壌分析用試料採取と併せて行った。 

 
2) 作物 

牧草を地上部と根に分けて採取した(以後、牧草の根お

よび牧草の地上部をそれぞれ、単に「根」「地上部」と呼

称する)。 

地上部採取にあたっては、牧草を根元から数cm上で一

旦刈り取り、さらに、残った地上部は地表面すれすれに

「はさみ」で刈り取り、これらをイネ科、マメ科、雑草

に分けて回収した。施肥前、施肥後1、5、10日目には､

図－38 に示すように土壌断面調査を行った箇所に隣接

したところの2箇所（1箇所あたりの回収面積は40cm×

40cm）から、2番草収穫時には6箇所(1箇所あたりの回

収面積は1.0m×1.0m)から試料を採取した。 

根の採取にあたっては、表層0-2.5cm層､2.5-5.0cm層

に含まれる根を採取することとした。5.0cm 以深にはわ

ずかな量しかないと判断したためである。具体的な採取

方法は次の通りである。地上部を取り除いた箇所から大

きなひとかたまりの土塊を一旦､掘り起こし、その大きな

土塊を実験室に持ち込んだ後、その土塊から表層

0-2.5cm層､2.5-5.0cm層にあたる箇所の小さな土塊を切

り出した。大きな土塊の大きさはおおむね幅30cm×長さ

50cm×厚さ(深さ方向)15cmであり、小さな土塊は幅4cm

×長さ17cm×厚さ2.5cmである。この小さな土塊に含ま

れていた根の重量を秤量し、単位体積あたりに含まれる

根の乾物重を求めた。根の含有量測定用の小さな土塊を

取り除いた後に残った大きな土塊から所定の土層に含ま

れる根の成分分析用試料を採取した。 

 

3)散布肥料 

散布直前のスラリーは農家地先のスラリータンクから

直接、採取した。化学肥料については、表－2 の化学肥

料成分量をもとに肥培区用、また、非肥培区用に事前調

整された、硫安、過リン酸石灰、塩化カリの混合物をそ

れぞれ入手し、それぞれを別々に成分分析した。 

 

4) 雨水 

調査圃場内の2箇所に､写真－1のような装置を設置し、

雨水を集水した。この装置は、2Lのプラスチック製ポリ

瓶に雨水を集めやすいようにロートをつけただけのもの

全窒素 ｱﾝﾓﾆｱ態窒素
硝酸性窒素 及び

亜硝酸性窒素

（合算）
全リン 可給態リン酸 全鉄

(T-N) (NH4-N) (NO3-N+NO2-N) (T-P) (T-Fe)

土壌

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅳ.2.1.3) ( ケ ル ダ ー

ル 分 解 法 ) 及 び

Ⅳ.2.2 (水蒸気蒸留-

滴定法)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅲ.1.19 (10% KCL抽

出・水蒸気蒸留-滴

定法)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅲ.1.19 (10% KCL抽

出・水蒸気蒸留-滴

定法)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.15 (硫

酸・硝酸・過塩素酸

分解-バナドモリブデ

ン酸法）

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅲ.1.9 (ブレイ-リン酸

(1:20))

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.E (フレーム原

子吸光法) マンガン

分析法準拠

作物
(地上物）

(根)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅳ.2.1.3) ( ケ ル ダ ー

ル 分 解 法 ) 及 び

Ⅳ.2.2 (水蒸気蒸留-

滴定法)

堆肥等有機物 分析

法、Ⅱ(4) (2MKCL抽

出-水蒸気蒸留・滴

定法)

堆肥等有機物 分析

法、Ⅱ(4) (2MKCL抽

出-水蒸気蒸留・滴

定法)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅳ.2.1.2) (硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅳ.2.3.1 (バ ナド モリ

ブデン酸法)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅲ.1.9 (ブレイ-リン酸

(1:20))

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅴ.2.2.1) (硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅳ.2.5 (フレーム原子

吸光法)

肥料
(スラリー)、(化学肥料)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅳ.2.1.3) ( ケ ル ダ ー

ル 分 解 法 ) 及 び

Ⅳ.2.2 (水蒸気蒸留-

滴定法)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅲ.1.19 (10% KCL抽

出・水蒸気蒸留-滴

定法)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅲ.1.19 (10% KCL抽

出・水蒸気蒸留-滴

定法)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.15 (硫

酸・硝酸・過塩素酸

分解-バナドモリブデ

ン酸法）

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅲ.1.9 (ブレイ-リン酸

(1:20))

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.E (フレーム原

子吸光法) マンガン

分析法準拠

水質
(雨水)

JIS K 0102 45.2 （紫

外吸光光度法）

JIS K 0102 42.5 （イ

オンク ロマ トグラフ

法）

硝 酸 態 窒 素 :JIS K

0102 43.2.5 （イオン

クロマトグラフ法）

亜硝酸態 窒素 : JIS

K 0102 43.1.2 （イオ

ンクロマトグラフ法）

JIS K 0102 46.3.1

（ペルオキソ二硫酸

カリウム分解法）

JIS K 0102 46.1.1

（モリブデン青吸光

光度法）

JIS K 0102 57.2 （フ

レーム原子吸光法）

全マンガン 全亜鉛 全銅 全モリブデン ホウ素 塩化物イオン

(T-Mn) (T-Zn) (T-Cu) (T-Mo) (B) (Cl
-
)

土壌

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.E (フレーム原

子吸光法)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.Ⅰ(フレーム原

子吸光法)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.H (フレーム原

子吸光法)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A.-

4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.B-5 (ICP 質量

分析法)

底 質 調 査 方 法 、

Ⅱ.5.13.2(4) 、b.2 (加

圧 分 解 ) 及 び

Ⅱ.5.13.3 (ICP 質 量

分析法)

土壌環境分析法 第

Ⅴ章5（水溶性 陽イ

オン・陰イオン）（水

抽出－イオンクロマ

トグラフ法）

作物
(地上物）

(根)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅴ.2.2.1) (硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅳ.2.5 (フレーム原子

吸光法)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅴ.2.2.1) (硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅳ.2.5 (フレーム原子

吸光法)

土壌 およ び作 物栄

養 の 診 断 基 準 、

Ⅴ.2.2.1) (硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅳ.2.5 (フレーム原子

吸光法)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

.4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.B-5 (ICP 質量

分析法)

堆肥等有機物 分析

Ⅱ.2.(1).A ( 硝 酸 ・過

塩 素 酸 分 解 ) 及び

Ⅱ.2.(3).D (ICP 質 量

分析法)

土壌環境分析法 第

Ⅴ章5（水溶性 陽イ

オン・陰イオン）（水

抽出－イオンクロマ

トグラフ法）

肥料
(スラリー)、(化学肥料)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.E (フレーム原

子吸光法)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.Ⅰ(フレーム原

子吸光法)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.B-5 (ICP 質量

分析法)

土壌、水質及び植物

体分析法、Ⅰ.26.A-

.4 (硫酸・硝酸・過塩

素 酸 分 解 ) 及 び

Ⅰ.26.B-5 (ICP 質量

分析法)

底 質 調 査 方 法 、

Ⅱ.5.13.2(4) 、b.2 (加

圧 分 解 ) 及 び

Ⅱ.5.13.3 (ICP 質 量

分析法)

土壌環境分析法 第

Ⅴ章5（水溶性 陽イ

オン・陰イオン）（水

抽出－イオンクロマ

トグラフ法）

水質
(雨水)

JIS K 0102 56.5

（ICP質量分析法）

JIS K 0102 53.4

（ICP質量分析法）

JIS K 0102 52.5

（ICP質量分析法）

JIS K 0102 68.3

（ICP質量分析法）

JIS K 0102 47.4

（ICP質量分析法）

JIS K 0102 35.3 （イ

オンク ロマ トグラフ

法）

分析項目

分析項目
　　　　   分析項目

 試料種

　　　　   分析項目

 試料種
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写真－1 雨水集水装置 

である。ポリ瓶内に溜まった雨水を平成21年8月14日、

平成21年9月8日、平成21年9月15日の3回に分けて

回収した。回収した雨水はそれぞれの回収日ごとに分析

した。また、降水量についてはアメダスデータ(茶内原野)

を用いることとした。なお、今回の調査圃場では灌漑は

行われていなかった。 

 
3．2．2  調査結果 
（１）調査圃場の土壌断面 

 肥培区、非肥培区それぞれの土壌断面図を図－39に示

す。それぞれの区域で5回の試孔を設けて土壌等の試料

を採取したわけであるが、各試孔の土壌断面を細かく見

比べると、層厚、土色、土性、土壌構造、有機物含量等

に微妙な違いは認められる。しかし、どの試孔箇所も、

土壌が黒色火山性土、地形が波状を呈した台地、地質(母

材)が第四紀更新世（上層；新期火山灰、下層；古期火山

灰）と同じく分類されたことから、肥培区内であっても、

非肥培区内であってもどちらともそれぞれの調査区域の

平均的な箇所を試孔していたと判断された。 

 また、肥培区、非肥培区それぞれの調査区域ごとに試

料採取時ごとの容積重の垂直分布を整理すると図－40

のとおりとなる（肥培区が上図、非肥培区が中央図）。こ

れら容積重の値を深度ごとでそれぞれ平均して肥培区と

非肥培区を比べると図－40・下図のようになる。 

 試料採取時期が変わることで容積重の値が変化してい

ないかを肥培区、非肥培区ごとに、かつ、深度ごとにｔ

分布検定によって確認したところ、肥培区では 10-20cm

層ならびに30-40cm 層の、また、非肥培区では20-40cm

層のデータの一部に 1％水準の有意差が認められた。し

かし、これら差異があった箇所はごく一部であり、基本

的には両区ともに試料を採取した時期が異なっていても

同じ深度では容積重が変化していることはなかった。こ

のことからも、肥培区、非肥培区どちらの調査区域でも

平均的な箇所を試孔していたと判断された。 

 一方で、同じ深度の容積重を肥培区と非肥培区で比較

してみたが(図－40下)、差はほとんど認められなかった。

肥培潅漑を開始して5年目あたりから土壌理化学性の改
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図－40 容積重の垂直分布（上；肥培区、中央；非肥培区、

下；平均容積重を肥培区と非肥培区で比較） 
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善が認められ始めるとの報告もあり、本調査圃場はちょ

うど肥培潅漑開始後6年目であったことから、まだ容積

重に変化が表れるほどの肥培潅漑による土壌理化学性の

改善は進んでいなかったと考えられた。 
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図39 土壌断面図（上；肥培区、下；非肥培区） 
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図－42 牧草の地上部に含まれていた単位乾物重あたりの全窒素
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図－43 牧草の地上部の乾物重 

（２）環境負荷物質および微量要素の動態と収支 

 土壌、根を含む牧草、肥料、雨水に含まれる窒素、リ

ン酸および微量要素の含有量を試料採取時ごとに整理し、

それぞれの物質動態を推測することとした。なお、ここ

では全窒素、全リンといった総含有量の変化について示

す。また、その動態から物質収支の整理を試みることと

する。 

1) 窒素成分の動態 

①土壌中に含まれる窒素成分量の変化 

図－41は、土壌中に含まれる全窒素量の変化を、深度

50cm に 1m2あたりの単位面積を乗じた土塊に含まれる量

として整理した。試料を採取した時期ごとに、かつ、試

料採取した7つの土層ごとに各成分の含有量を求め、こ

れら含有量を表層0cmから深さ50cmまでの積み上げ棒グ

ラフで表した。 

表層0cmから深さ50cmまでの土壌中に含まれていた全

窒素量は、調査期間中、肥培区では2,000～2,600g/m2の

範囲にあり、その量は試料を採取するたびに変動してい

た（ｔ分布検定で 5％水準の有意差があるとの検定結果

であった）。非肥培区でも肥培区と同様に常に変動してお

り、約2,300～2,800g/m2の範囲にあった。 

また、同じ時期の全窒素量を肥培区と非肥培区で比較

して見ると、施肥後1日目のみは非肥培区の方が大きい

値を示していたが、施肥前、施肥後5日目、10 日目、2

番草収穫時では肥培区と非肥培区の間で差が認められる

ことはなかった（ｔ分布検定で 1％水準の有意差がある

とはいえなかった）。 

これらのことを整理すると、肥培潅漑によって土壌中

に全窒素の蓄積が促進されることはなく、曝気スラリー

も化学肥料と同様に使用しても差し支えないことが推察

された。 

 

②牧草の地上部に含まれる窒素成分量の変化 

牧草の地上部に含まれていた単位乾物重あたりの全窒

素量の経時変化を図－42に示す。 

牧草の地上部に含まれていた全窒素量は、肥培区と非

肥培区を比較しても、その含有量に差が認められること

はなかった。 

肥培区においては、牧草の地上部に含まれていた全窒

素量は施肥前から施肥後 10 日目までにかけてやや増加

したが、2番草収穫時になると施肥後10日目の値より減

少し､施肥前の値と同程度に戻った。非肥培区では、施肥

図－41 土壌中の全窒素量 
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図－44 牧草の根の単位乾物重あたりの全窒素量 

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

施肥前 施肥後

1日目

施肥後

5日目

施肥後

10日目

2番草

収穫時

深
度

0
-
5
c
m

の
土

層
中

に
含

ま
れ

て
い

た
根

の

単
位

体
積

土
壌

あ
た

り
の

乾
燥

重
量

(g
/
c
m

3
)

肥培区 非肥培区

図－45 深度0-5cmの土層中に含まれていた根の乾物重
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図－46 肥培区における単位面積あたりの全窒素バランス

後1日目に一時的な増加があったが、施肥後5日目には

減少しており、それ以降はほぼ一定であった。 

また、地上部の乾物重の変化は図－43 の通りである。

2 番草収穫時の乾物重は肥培区の方が大きいが、施肥前

からの増加割合でみると、肥培区と非肥培区との間に差

がなかった。 

 

③牧草の根に含まれる窒素成分量の変化 

牧草の根に含まれていた単位乾物量あたりの全窒素量

の経時変化をそれぞれ図－44に示す。 

根に含まれていた全窒素量は肥培区の方が非肥培区に

比べると施肥後、わずかながらでも増加が認められた。

このことより、肥培区では土壌中の窒素成分のすみやか

な根への吸収が推測された。非肥培区に比べて肥培区の

生産環境の優位性が伺える。 

一方、深度0-5cmの土層中に張っていた根の乾物重は、

肥培区においては施肥前から2番草収穫時にいたるまで

減少を続けた。非肥培区でも施肥後10日目まで緩やかに

減少しているようにみえる。この減少の原因を的確に推

測することは難しい。参考文献によると、刈り取り直後

における牧草の再生長過程においては初期の一時期に生

長の活性が低下するとの報告がある(図45)13)。 

 

④窒素成分の収支 

「(1) 環境負荷物質収支のとりまとめ方」に示した考

えに基づき、全窒素の収支を整理してみた。まずは、収

支計算の基礎となる単位面積あたりの全窒素量を把握す

るため、図－41のような土壌中に含まれる全窒素量のま

とめ方に準じ、牧草の地上部および根部についても単位

面積あたりの全窒素量を成分分析値と乾物重の値から求

めた。これらの含有量を土壌中の全窒素量に加えて積み

上げ棒グラフで表してみた。図－46は肥培区におけるそ

の結果である。図－46を見ると、牧草の地上部や根に含

まれる窒素量は土壌に含まれるそれとは比較にならない

ほど小さいことがわかる。また、降雨や施肥に伴う肥培

区土壌への単位面積あたりの全窒素投入量は､調査期間

中の合計量を計算するとそれぞれ、0.09g/m2、7.21g/m2

であり(表－8、表－9)、表層0-50cmの土層に含まれてい

る全窒素量と比較すると1％にも満たなかった。 

 

表－8 単位面積あたりに散布した肥料中の窒素成分量 

 

項目 単
位 

肥培区 
非肥

培区

スラ

リー 

化学

肥料 
合計

化学

肥料

散布量 g/m2 1,520 27.32 － 39.32

全窒素 g/m2 4.86 2.35 7.22 5.66
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表－9 単位面積あたりに降った雨水中の窒素成分量 

           項 目 

期 間 

降水量

（㎜） 

全窒素

(g/m2)

施肥前～施肥後1日目まで 0.0  0.0000 

施肥後1日目～5日目まで 57.5  0.0138 

施肥後5日目～10日目まで 31.0  0.0074 

施肥後10日目～2番草収穫時まで 187.5  0.0712 

調査期間中の合計量 276.0  0.0924 

 

2) リン酸の動態 

①土壌中に含まれるリン成分量の変化 

図－47に、土壌に含まれる全リン量を肥培区、非肥培

区ごとに、窒素の整理の仕方と同様に整理した。対象と

する土層の厚さと 1m2あたりの単位面積を掛け合わせた

大きさの土塊に含まれる量として表した。 

40-50cm 層の全リン量は肥培区、非肥培区ともに時間

経過に伴う変化がなく、低い値で維持していた。また、

肥培区と非肥培区では、施肥後1、5、10日目の全リン総

量に差が認められたが、この原因については不明である。 

特に可給態リン酸についての特徴を見いだすことがで

きなかった。 

 

②牧草に含まれるリン成分量の変化 

牧草の根に含まれていた単位乾物重あたりの全リン量

の経時変化を図－48に示す。 

図－48を見る限りは根に含まれる単位乾物重あたりの

全リン量は肥培区、非肥培区ともに施肥前から2番草収

穫時にかけて減少しており、さらに、根の乾物重が前述

の通り、肥培区、非肥培区ともに施肥前から2番草収穫

時にかけて減少していたことを考慮すると、根のリン酸

成分は、肥培区、非肥培区ともに徐々に減少していたと

推測された。 

一方、牧草の地上部に含まれていた単位乾物重あたり

の全リン量の経時変化は図－49のとおりであった。 

肥培区では単位乾物重あたり全リン量が、施肥前から

施肥後10日目にかけてほぼ一定、あるいは若干の増加傾

向を示していたが、2 番草収穫時に減少した。非肥培区

では、施肥前から施肥後1日目の一時的な増加の後は2

番草収穫時まで減少を続けた。 
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図－48 牧草の根に含まれていた全リン量 

図－49 牧草の地上部に含まれていた全リン 
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図－47 土壌中の全リン量  
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③リン成分の収支 

リンについても窒素と同様に、作物に含まれる量は土

壌に含まれる量に対してきわめて少なく、また、雨水や

肥料に含まれる量もわずかであった(表－10、表－11)。 

 

表－10 単位面積あたりに散布した肥料中のリン成分量 

項目 単
位 

肥培区 非肥培区

スラリー 化学肥料 合計 化学肥料

散布量 g/m2 1,520  27.32  － 39.32 

全リン g/m2 0.40  0.90  1.29  0.57 

 

表－11 単位面積あたりに降った降雨中のリン成分量 

             項目 

 期間 

降水量 

(㎜) 

全リン

(g/m2)

施肥前～施肥後1日目まで 0.0  0.0000 

施肥後1日目～5日目まで 57.5  0.0002 

施肥後5日目～10日目まで 31.0  0.0001 

施肥後10日目～2番草収穫時まで 187.5  0.0006 

調査期間中の合計量 276.0  0.0008 

 

 

3)微量要素の動態 

①土壌中、牧草中に含まれる各微量要素の変化 

試料採取時の時間の経過とともに土壌中に含まれてい

た、全鉄、全マンガン、全亜鉛、全銅、ホウ素、全モリ 

ブデン、塩化物イオンを肥培区、非肥培区ごとに分けて

示す（図－50～図－56）。なお、土壌中の含有量の整理方

法は前述までと同様であり、対象とする土層の厚さに単

位面積 1m2を掛け合わせた大きさの土塊に含まれる量を

求めて整理した。また、牧草に含まれていた微量要素量

は図－57、図－58の通りである。 

施肥前から 2 番草収穫時にかけての土壌中にお

ける各微量要素含有量の変化を肥培区と非肥培区 

で比較したが、特徴的な現象や肥培区と非肥培区

間での差は認められなかった。肥培潅漑による微量

要素の土壌や牧草への蓄積を懸念する必要性は低

いと考えられる。 

また、牧草の根に含まれる7種類の微量要素を肥培区、

非肥培区でそれぞれ比較してみたが、データのバラツキ

の範疇か、図－57 を見る限りは有意な差は認められな

かった。牧草の地上部についても肥培区と非肥培区間

で差はなかった。 

 

②微量要素の収支 

土壌中に含まれる各微量要素についても全窒素

や全リンと同じく、試料採取時ごとのデータはばら

ついており、特徴的な変動を示すことはなかった。

ただ、どの微量要素であっても、土壌中に含まれる

量に対して肥料や雨水からの供給量が小さく(表－

12、表－13)、また、牧草の吸収量も小さかった。 

 
表－12 単位面積あたりの肥料中の微量要素成分量 

項目 単
位 

肥培区 非肥培区

スラリー 化学肥料 合計 化学肥料

散布量 g/m2 1,520 27.32 － 39.32 

全鉄 g/m2 0.071 1.581 1.652 0.948 

全マンガン g/m2 0.016 0.087 0.102 0.035 

全亜鉛 g/m2 0.005 0.076 0.081 0.032 

全銅 g/m2 0.001 0.005 0.006 0.002 

ホウ素 g/m2 0.001 0.005 0.006 0.002 

全モリブデン g/m2 0.000 0.004 0.004 0.002 

塩化物イオン g/m2 1.003 147.288 148.291 130.720

 

3．2．3 小活 
窒素、リンなどの環境負荷物質や微量要素はどの成分

においても、土壌中の含有量に対する肥料、雨水、牧草

に含まれる量は小さく、土壌中の各成分動態を説明でき

るほどの量でないことがわかった。また、肥培潅漑を従

来型の化学肥料を主とした施肥方法と比べた結果、肥培

潅漑によって窒素やリン酸などの環境負荷物質等の土壌

や作物内への蓄積が促進することはなかった19)。 
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項目   

期間 

降水量 

(㎜) 

全鉄

(g/m2) 

全ﾏﾝｶﾞﾝ

(g/m2) 

全亜鉛

(g/m2) 

全銅

(g/m2) 

ホウ素

(g/m2) 

全ﾓﾘﾌ゙ ﾃ゙ ﾝ

(g/m2) 
塩化物イオン(g/m2)

施肥前～施肥後1日目まで 0.0  0.0000 0.0000 0.0000 0.0000  0.0000  0.0000 0.0000 

施肥後１日目～5日目まで 57.5  0.0017 0.0001 0.0005 0.0003  0.0012  0.0004 0.0058 

施肥後５日目～10日目まで 31.0  0.0009 0.0001 0.0003 0.0002  0.0006  0.0002 0.0031 

施肥後10日目～2番草収穫時まで 187.5  0.0039 0.0007 0.0005 0.0009  0.0038  0.0013 0.2597 

調査期間中の合計量 276.0  0.0065 0.0009 0.0013 0.0015  0.0055  0.0019 0.2686 

図－50 土壌中の全鉄（左；肥培区、右；非肥培区） 

（肥培区）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

施肥前 施肥後
1日目

施肥後
5日目

施肥後
10日目

2番草
収穫時

単
位

面
積

あ
た

り
の

土
層

に
含

ま
れ

る
全

鉄
　

(g
/
m

2 )

土壌(深度40-50) 土壌(深度30-40) 土壌(深度20-30) 土壌(深度10-20)

土壌(深度5.0-10) 土壌(深度2.5-5.0) 土壌(深度0-2.5)

（非肥培区）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

施肥前 施肥後
1日目

施肥後
5日目

施肥後
10日目

2番草
収穫時

単
位

面
積

あ
た

り
の

土
層

に
含

ま
れ

る
全

鉄
　

(g
/
m

2 )

土壌(深度40-50) 土壌(深度30-40) 土壌(深度20-30) 土壌(深度10-20)

土壌(深度5.0-10) 土壌(深度2.5-5.0) 土壌(深度0-2.5)

（肥培区）

0

50

100

150

200

250

300

350

施肥前 施肥後
1日目

施肥後
5日目

施肥後
10日目

2番草
収穫時

単
位

面
積

あ
た

り
の

土
層

に
含

ま
れ

る
全

マ
ン

ガ
ン

(g
/
m

2 )

土壌(深度40-50) 土壌(深度30-40) 土壌(深度20-30) 土壌(深度10-20)

土壌(深度5.0-10) 土壌(深度2.5-5.0) 土壌(深度0-2.5)

（非肥培区）

0

50

100

150

200

250

300

350

施肥前 施肥後
1日目

施肥後
5日目

施肥後
10日目

2番草
収穫時

単
位

面
積

あ
た

り
の

土
層

に
含

ま
れ

る
全

マ
ン

ガ
ン

(g
/
m

2
)

土壌(深度40-50) 土壌(深度30-40) 土壌(深度20-30) 土壌(深度10-20)

土壌(深度5.0-10) 土壌(深度2.5-5.0) 土壌(深度0-2.5)

図－51 土壌中の全マンガン（左；肥培区、右；非肥培区） 

図－52 土壌中の全亜鉛（左；肥培区、右；非肥培区） 
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表－13 単位面積あたりに降った雨水に含まれていた微量要素成分量 
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図－53 土壌中の全銅（左；肥培区、右；非肥培区） 

（肥培区）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

施肥前 施肥後
1日目

施肥後
5日目

施肥後
10日目

2番草
収穫時

単
位

面
積

あ
た

り
の

土
層

に
含

ま
れ

る
全

銅
　

(g
/
m

2
)

土壌(深度40-50) 土壌(深度30-40) 土壌(深度20-30) 土壌(深度10-20)

土壌(深度5.0-10) 土壌(深度2.5-5.0) 土壌(深度0-2.5)

（非肥培区）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

施肥前 施肥後
1日目

施肥後
5日目

施肥後
10日目

2番草
収穫時

単
位

面
積

あ
た

り
の

土
層

に
含

ま
れ

る
全

銅
　

(g
/
m

2
)

土壌(深度40-50) 土壌(深度30-40) 土壌(深度20-30) 土壌(深度10-20)

土壌(深度5.0-10) 土壌(深度2.5-5.0) 土壌(深度0-2.5)

（肥培区）

0

5

10

15

20

25

施肥前 施肥後
1日目

施肥後
5日目

施肥後
10日目

2番草
収穫時

単
位

面
積

あ
た

り
の

土
層

に
含

ま
れ

る
ホ

ウ
素

　
(g

/
m

2 )

土壌(深度40-50) 土壌(深度30-40) 土壌(深度20-30) 土壌(深度10-20)

土壌(深度5.0-10) 土壌(深度2.5-5.0) 土壌(深度0-2.5)

（非肥培区）

0

5

10

15

20

25

施肥前 施肥後
1日目

施肥後
5日目

施肥後
10日目

2番草
収穫時

単
位

面
積

あ
た

り
の

土
層

に
含

ま
れ

る
ホ

ウ
素

　
(g

/
m

2 )

土壌(深度40-50) 土壌(深度30-40) 土壌(深度20-30) 土壌(深度10-20)

土壌(深度5.0-10) 土壌(深度2.5-5.0) 土壌(深度0-2.5)
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図－55 土壌中の全モリブデン（左；肥培区、右；非肥培区） 
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図－57 牧草の根に含まれていた微量要素 
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図－58 牧草の地上部に含まれていた微量要素  
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4．個別処理システムによる環境負荷改善効果の解明 
 H21 年度は、肥培潅漑施設導入前の従来の乳牛ふん尿

処理利用システムと肥培潅漑導入後の乳牛ふん尿処理利

用システムにおける地球温暖化ガス（メタン、亜酸化窒

素、二酸化炭素）発生量および被害額を算出し、肥培潅

漑施設導入による地球温暖化ガス削減効果を検証した。 

  

4．1  調査手法 

 肥培潅漑施設導入前後の乳牛ふん尿の各処理利用工程

を表－14の左欄のように区分した。工程ごとに各種地球

温暖化ガス（表－14）の単位当たり排出量を既往の文献
20)～24)から整理した。 

 乳牛ふん尿の年間処理利用量は寒地土木研究所が別海

町に保有する共同型バイオガスプラント（別海プラント）

におけるH19年度実績と同様と仮定した（表－15）。なお、

完成堆肥の量は既往の研究成果20)より堆肥原料の1/3と

した。また、乳牛ふん尿およびその処理物の有機物含 

量および全窒素含量はH19年度の分析結果の平均値を用

いた。ただし、固形ふん尿の有機物含量および全窒素含

量はH13年度分析結果の平均値で、固形ふん尿の堆肥化

により生成する完成堆肥の有機物含量および全窒素含量

は実測できないので、下記の計算式により求めた。 

 ①固形ふん尿からの完成堆肥の有機物含量＝固形ふん

尿の有機物含量×分離固分からの完成堆肥の有機物含

量／分離固分の有機物含量、②固形ふん尿からの完成堆

肥の全窒素含量＝固形ふん尿の全窒素含量×分離固分

からの完成堆肥の全窒素含量／分離固分の全窒素含量。 

 過年度の調査により、肥培潅漑施設および別海プラン

ト導入前の受益農家地先における液状ふん尿貯留槽、尿

溜め液貯留槽および消化液貯留槽の形状は把握している

（表－16）。この結果に基づき、地球温暖化ガスは密閉型

では発生せず、解放型に限って発生するものとして発生

表－14 地球温暖化ガスの単位当たり発生量の算出根拠 

メタン 亜酸化窒素 二酸化炭素

堆肥発酵・堆積時 有機物1kg当たり3.3g 20) 全窒素1kg当たり11.8g 20) 重機での切返しによる軽

油消費1L当たり2.64kg 24)

液状ふん尿・尿溜め液貯留時 有機物1kg当たり9.2g 20) 全窒素1kg当たり11.8g 20) カーボンニュートラルのた
め0.0kgと算定

液状ふん尿・尿溜め液の曝気時 有機物1kg当たり0.25g 20) 全窒素1kg当たり0.0011g20) カーボンニュートラルのた
め0.0kgと算定

曝気スラリー貯留時 有機物1kg当たり9.2g 20) 全窒素1kg当たり11.8g 20) カーボンニュートラルのた
め0.0kgと算定

完成堆肥の圃場施用時  0.0g 22) 全窒素1kg当たり0.94g 20) カーボンニュートラルのた
め0.0kgと算定

液状ふん尿・尿溜め液の圃場施用時  0.0g 22) 全窒素1kg当たり2.8g 20) カーボンニュートラルのた
め0.0kgと算定

曝気スラリーの圃場施用時  0.0g 22) 全窒素1kg当たり2.8g 20) カーボンニュートラルのた
め0.0kgと算定

肥培潅漑施設での電力消費時  0.0g 23) 1kWh当たり0.0021g 23) 1kWh当たり425g 23)

備考：圃場施用機械の軽油消費に伴う二酸化炭素発生量は考慮していない。

処理利用量 有機物含量 全窒素含量 処理利用量 有機物含量 全窒素含量
(Mg) (g kg

-1
) (g kg

-1
) (Mg) (g kg

-1
) (g kg

-1
)

堆肥原料（固形ふん尿） － － － 5,124 160.5 5.0
堆肥原料（分離固分） 3,124 224.5 5.5 － － －
完成堆肥 937 216.0 7.7 1,537 154.4 7.0
液状ふん尿（従来方式で圃場施用） － － － 7,678 54.0 3.9
尿溜め液（従来方式で圃場施用） － － － 4,830 28.8 2.1
曝気スラリー（肥培潅漑施設で圃場施用） 17,970 34.5 4.0 － － －

肥培潅漑施設 従来処理方式
肥培潅漑施設導入後 肥培潅漑施設導入前

表－15 乳牛ふん尿およびその発酵生成物の年間処理利用料、有機物含量および全窒素含量 

 表－16 各種貯留槽の型式 

従来処理方式
肥培潅漑施設導入前

プラント 農家地先 農家地先
①液状ふん尿貯留槽 密閉型 密閉型 解放型
②尿溜め液貯留槽 なし 密閉型 密閉型
③曝気槽 密閉型 なし
④曝気スラリー貯留槽 解放型 なし なし

肥培潅漑施設導入後
肥培潅漑施設
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量の計算を行った。 

 なお、有機物の分解によって発生する二酸化炭素の由

来は植物が光合成により固定した大気中の二酸化炭素で

あり、大気中の二酸化炭素増加には寄与しないと考えら

れる（カーボンニュートラル）ので、地球温暖化ガスの

発生量としては算入しなかった。 

 また、完成堆肥、液状ふん尿、尿溜め液または曝気ス 

ラリーの圃場施用時の施用機械の軽油消費に伴う二酸化

炭素の発生量の算出は、各農家が施用機械の軽油消費量

を把握していなかったため、調査できなかった。 

 

4．2  調査結果 

 表－17 に肥培潅漑施設導入後の乳牛ふん尿処理利用

システム（肥培潅漑施設処理）および肥培潅漑施設に依

らない従来の乳牛ふん尿処理利用システム（以下、従来

処理）での年間地球温暖化ガス発生量と被害額の算定結

果を示す。 

 メタン、亜酸化窒素およびカーボンニュートラルでな

い二酸化炭素の年間排出量は、肥培潅漑施設処理で各々

9.52 Mg、0.969 Mg、60.1 Mgであり、従来処理で各 6々.52 

Mg、0.777 Mg、24.0 Mgであった。  

これらに各地球温暖化ガスの被害額換算値25)を掛け合わ

せることにより、メタン、亜酸化窒素およびカーボン

ニュートラルでない二酸化炭素の排出に伴う被害額は、

肥培潅漑施設処理で各々およそ420,000円、552,000円、

137,000 円で合計1,110,000 円であり、従来処理で各々

およそ288,000円、442,000円、41,000円で合計771,000

円であった。 

 このように、肥培潅漑施設処理で従来処理に比べて、

被害額にして44%、339,000円の増となった。これは曝気

スラリー貯留中のメタンおよび亜酸化窒素の揮散量が多

かったことに主に由来している。地球温暖化の防止には

曝気液貯留槽の有蓋化を図るなど、曝気スラリーの貯留

中における地球温暖化ガスの揮散を防ぐことが重要と示

唆している。 

  

5．まとめ 
肥培潅漑による曝気スラリー散布が土壌理化学性や牧

草収量に及ぼす影響について検証した結果、肥培潅漑圃

場では、重粘性土や黒色火山性土といった牧草地の土壌

分類の違いがあったとしてもかわらずに、土壌表層にお

いて膨軟化や、排水性、肥料の保持能力などの改善が、

また、目標値以上の牧草収量の維持が認められ、肥培潅

漑による作物生産性の向上効果が確認された。牧草収量

は期待される目標値と同程度の収量が長期間にわたって

維持されていた。また、曝気スラリーの長期連用によっ

て牧草地土壌表層や牧草試料中に亜鉛や銅といった微量

要素の過剰な蓄積はなかった。さらに、肥培潅漑圃場で

は無機態窒素の下層への集積もなく、肥培潅漑による地

下水汚染は生じないものと推察された。 

また、肥培潅漑土壌における環境負荷物質収支を検討

した結果、窒素、リンなどの環境負荷物質や微量要素は

どの成分においても、土壌中の含有量に対する肥料、雨

水、牧草に含まれる量は小さく、土壌中の各成分動態を

説明できるほどの量でないことがわかった。また、肥培

潅漑を従来型の化学肥料を主とした施肥方法と比べた結

果、肥培潅漑によって窒素やリン酸などの環境負荷物質

等の土壌や作物内への蓄積の促進がないことがわかった。 

さらに、肥培潅漑施設導入による地球温暖化ガス削減

効果を検証した結果、肥培潅漑施設処理で従来処理に比

べて、被害額が増となることがわかった。地球温暖化の

防止には曝気液貯留槽の有蓋化を図るなど、曝気スラ

リーの貯留中における対策の重要性が示唆された。 

以上、3 カ年の研究成果ならびに肥培潅漑技術の酪農

地域への普及を図るため、「肥培かんがいシステムの計

画・設計・管理に関する参考資料(案)」をとりまとめた。 

表－17 地球温暖化ガス年間発生量の試算 

メタン 亜酸化窒素 二酸化炭素 メタン 亜酸化窒素 二酸化炭素
(Mg) (Mg) (Mg) (Mg) (Mg) (Mg)

堆肥発酵・堆積時 2.31 0.203 14.6 2.71 0.302 24.0
二酸化炭素はフロントローダー
による切り返し作業による

液状ふん尿・尿溜め液貯留時 0.00 0.000 0.0 3.81 0.353 0.0
液状ふん尿・尿溜め液の曝気時 0.16 0.000 0.0 0.00 0.000 0.0
曝気スラリーの貯留時 7.05 0.611 0.0 0.00 0.000 0.0
完成堆肥の圃場施用時 0.00 0.007 0.0 0.00 0.010 0.0
液状ふん尿・尿溜め液の圃場施用時 0.00 0.000 0.0 0.00 0.112 0.0
曝気スラリーの圃場施用時 0.00 0.145 0.0 0.00 0.000 0.0
肥培潅漑施設での電力消費時 0.00 0.003 65.5 0.00 0.000 0.0
合計 9.52 0.969 80.1 6.52 0.777 24.0

被害額換算値(円/kg） 25) 44.16 569.2 1.714 44.16 569.2 1.714
被害額小計（円） 420,227 551,501 137,264 287,923 442,325 41,136
被害額合計（円）

備考：カーボンニュートラルとみなされる二酸化炭素は被害に算入しない。

①肥培潅漑施設 ②従来処理方式
肥培潅漑施設導入後 肥培潅漑施設導入前 備考

1,108,991 771,385



16.2  肥培潅漑による生産環境改善効果の解明 

- 30 - 
 

参考文献 
1）松中照夫：土壌学の基礎 －生成・機能・肥沃度・環境

－、pp.284-289、社団法人農山漁村文化協会、2006. 

2）土壌物理研究会編：土壌の物理性と植物生育、p.210、

pp.270-274、養賢堂、1979. 

3）前田正男、松尾嘉郎：図解土壌の基礎知識、pp.58-73、

社団法人農山漁村文化協会、1996. 

4）松中照夫：土壌学の基礎－生成・機能・肥沃度・環境

－、pp.222-234、社団法人農山漁村文化協会、2006. 

5）北海道農政部編：北海道施肥ガイド（施肥標準・診断

基準・施肥対応）、p228、社団法人北海道農業改良普

及協会、2002. 

6）日本土壌肥料学会北海道支部編：北海道農業と土壌肥

料1987、pp.396-412、財団法人北農会、1987. 

7）財団法人畜産環境整備機構編：家畜ふん尿処理・利用

の手引き、p8、1998. 

8）北海道農協「土づくり」運動推進本部編：草地の土づ

くり、pp.4-6、2007. 

9）北海道農業試験研究推進会議編：平成11年度研究成

果情報（北海道農業）、p199、農林水産省北海道農業

試験場、2000. 

10）酪農総合研究所編：目で見る牧草と草地、pp.39-59、

1999. 

11）農林水産省北海道農業試験所編：北海道の牧草栽培

技術－基礎編－、pp.217-226、農業技術普及協会、

1982. 

12）並河澄、大森昭一朗、米倉久雄、吉本正、内海恭三、

新井肇：畜産、pp.30-32、社団法人農山漁村文化協

会、1994. 

13）原田勇：牧草の栄養と施肥、pp.87-123、pp.165-172、

養賢堂、1977. 

14) 桑原淳、横濱充宏：曝気スラリー散布が土壌理化学

性と牧草収量･品質に及ぼす影響、寒地土木研究所月

報【報文】、第668号、2009 

 

15) 桑原淳、池田靖彦、煤孫英夫：曝気スラリー散布が

土壌理化学性に及ぼす影響、第52回北海道開発局技

術研究発表会論文集、2009 

16) 環境省法令：農用地における土壌中の重金属等の蓄

積防止に係る管理基準について、環水土149号、昭

和59年11月8日公布． 

17) 北海道農政部編：北海道施肥ガイド2010（施肥標

準・診断基準・施肥対応）、社団法人北海道農業改良

普及協会、pp.192-216、2010. 

18)社団法人日本土壌肥料学会編：日本土壌肥料学雑誌第

52巻、pp.99-106、1981． 

19) 大深正徳、横濱充宏、松里浩二、佐藤貢一：肥培潅

漑圃場における環境負荷物質および微量要素の動態

について、平成22年度農業農村工学会大会講演会(発

表予定)、2010 

20) 社団法人畜産技術協会：畜産における温室効果ガス

の発生制御（総集編）、pp.84-155、2002 

21) 吉田宗史・干場信司・澤本卓治・猫本健司・小川人

士・高崎宏寿・鈴木崇司・森田 茂：実規模消化液

貯留槽からの環境負荷ガス測定例、2008年度農業施

設学会大会講演要旨集、pp.7-8、2008 

22) 農村工学研究所農村総合研究部資源循環システム研

究チーム：メタン発酵消化液の施用による土壌から

の温室効果ガス発生量、平成19年度農村工学研究所

研究成果情報、pp.9-10、2007 

23) LCA日本フォーラム：LCAデータベース、  

https://lcadb.jemai.or.jp/lca/servlet/Default 

24) 南齋規介・森口祐一・東野 進：産業連関表による

環境負荷原単位データブック、pp.22,34-35、2002 

25) 伊坪徳宏、稲葉敦編著：ライフサイクル環境影響評

価手法 LIME-LCA,環境会計,環境効率のための評価

手法･データベース、社団法人産業環境管理協会発行、

2005




